
常陸利根川直轄河川改修事業

５.事業の効果等

４.事業の進捗状況等

６．事業の投資効率性

７．対応方針（案）

出島地点及び白浜地先において、戦後最大洪水である平成３年１０月
洪水と同規模の洪水が発生しても災害の発生の防止又は軽減することを
目標としている。（※平成２８年２月 利根川水系霞ヶ浦河川整備計画）

３．位置図

１．目 的

２．事業概要

事業概要：築堤、堤防強化（波浪対策）、水防拠点、情報通信設備、
常陸川水門（耐震） 等

事業期間：平成２８年～令和２７年
全体事業費：約２９９億円（前回２９９億円）

当該事業を完了することによって、出島地点及び白浜地先において、

戦後最大洪水である平成３年１０月洪水と同規模の洪水が発生しても災
害の発生の防止又は軽減を図ることが出来る。

当該事業は、現段階においても、その事業の必要性は変わっておらず、
引き続き事業を継続することが妥当と考える。

【全体事業】 【残事業】
（前回） （今回）
総便益Ｂ：約６１４億 総便益Ｂ：約６８０億 総便益Ｂ：約６３９億
総費用Ｃ：約１７７億 総費用Ｃ：約２１２億 総費用Ｃ：約１４９億
Ｂ／Ｃ＝３．４ Ｂ／Ｃ＝３．２ Ｂ／Ｃ＝４．２

・潮来市釜谷地先で堤防整備を実施しており、引き続き進めているところ。

・潮来市下田地先等で波浪対策を実施。

②波浪対策

（潮来市下田地先）
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①堤防整備

（潮来市釜谷地先）

※Ｂ，Ｃ：現在価値化後

（令和３年３月末時点）
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鶴見川直轄河川改修事業
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５.事業の効果等

４.事業の進捗状況等

６．事業の投資効率性

７．対応方針（案）

戦後最大降雨である昭和３３年９月狩野川台風相当の洪水流量を
安全に流下させることを目標としている。（※平成１９年３月 鶴見川
水系河川整備計画）

３．位置図

１．目 的

２．事業概要

当該事業を完了することによって、戦後最大降雨である昭和３３年９月
狩野川台風相当の洪水流量を安全に流下させることが出来る。

当該事業は、現段階において、災害の発生の防止又は軽減を図る目的
における必要性はますます高まっており、引き続き事業を継続すること
が妥当と考える。

【全体事業】 【残事業】
（前回） （今回）
総便益Ｂ：約３，５７１億 総便益Ｂ：約３，８９７億 総便益Ｂ：約７１６億
総費用Ｃ：約５３５億 総費用Ｃ：約６９５億 総費用Ｃ：約２０４億
Ｂ／Ｃ＝６．６ Ｂ／Ｃ＝５．６ Ｂ／Ｃ＝３．５

事業概要：築堤、河道断面の確保対策、浸透対策、堤防耐震対策、
深掘れ対策、遊水地の土壌汚染対策、防災対策 等

事業期間：平成１９年～令和１８年
全体事業費：約６３３億円（前回６３３億円）

①河道断面の確保対策

（横浜市鶴見区下野谷町地先）

横浜市鶴見区下野谷町地先等で河道断面の確保対策、横浜市鶴見区

下末吉地先等で深掘れ対策、横浜市鶴見区元宮地先等で耐震対策を実
施。

②深掘れ対策

（横浜市鶴見区下末吉地先）

③耐震対策

（横浜市鶴見区元宮地先）

※Ｂ，Ｃ：現在価値化後

（令和３年３月末時点）

しも すえ よし

した の や ちょう

したのやちょう

しもすえよし

もとみや

もと みや

河道断面の確保対策
下野谷町地先

深掘れ対策
下末吉地先

耐震対策
元宮地先
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